高教組ライフプランセミナー（大切なお知らせ）
　　　　　　　　　　　　　2021年12月　長野高教組

１．退職に係わる事務日程の確認
２月の「公立学校共済組合」が実施する「退職予定者等説明会」には是非参加をしてください。
退職後、再就職する・しないにかかわらず、公的医療保険（公立学校共済組合の任意継続・国民健康保険・協会けんぽ・家族の被扶養者など）に加入しなければなりません。退職後の健康保険証や退職前後の様々な手続きについて、公立学校共済組合から説明があります。
※２０２1年度はコロナ禍のため、公立学校共済組合より資料配布となります。資料説明は「公立学校共済組合」HPの組合員専用ページにアップされるYouTube視聴を予定しています。事務室からのお知らせがありますのでご確認ください。

２．手当の申請をおこなう（重要）
再任用の方は１年任期のため、毎年、手当等の申請が必要です。特に退職時の学校でそのまま再任用をされる先生について、継続ではありませんので、４月早々に改めて通勤手当等の申請を忘れないように行ってください。

３．再任用の雇用条件である健康診断書の提出について
　任用の要件として「選考」（または面談）が実施されます。（教育職：１１月、行政職：１２月）選考時には「健康診断書」の提出が必要です。健康診断書は、人間ドック、健康診断（学校で実施）の結果で代えることができますが、前年度のものは有効となりません。受診時期（※注）にもご注意ください。
　　　〈※注〉学校で実施の健康診断の場合、医師の診断が提出日後に行われる場合がありますので注意が必要です。そのため、９月までに人間ドックを受診しておくことをお勧めします。健康診断書の提出が間に合わない場合は、民間の医療機関で実施の健康診断書を提出することになります。その場合、1万円前後の費用がかかります。

４．退職時の書類提出について（再任用者を含む）
退職時には事務室から様々な書類の提出や手続きについて説明があります。事務室とよく連絡を取ってください。なお、再任用をされる先生は４月早々に手続きをするものもありますので、事務室で確認をしてください。（雇用保険などは雇用から５日となっています）

５．退職時の財形貯蓄について
　完全に教職を離れる方については、財形貯蓄の解約手続きが必要です。解約には、学校の職印が必要です。金融機関への問い合わせをしてください。また、再任用の方については、財形貯蓄の継続ができますが、解約、継続（金額など）についてご確認ください。

６．退職教職員互助組合加入者へ
　7月に「新たな出発に向けて」の青い冊子が「退教互」組合員の退職予定者に送られています。退職金
の計算や年金についての説明があります。冊子の内容は「退教互」のＨＰにも説明があります。
　退職後の医療費給付については、各自で手続きが必要です。
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